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規 則

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第６号
　　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（平成６年北海道規則第20号）の一部を次の
ように改正する。
　第15条の３中「第10条の10の３、第10条の24及び第12条の11の３」を「第５条の５の３の
２第２項、第10条の10の３、第10条の10の３の２第１項、第10条の24、第10条の24の２第１
項、第12条の11の３及び第12条の11の３の２第１項」に改める。
　別記第１号様式（第３面）、別記第７号様式（第２面）、別記第11号様式（第３面）、別記
第13号様式（第２面）及び別記第15号様式（裏）中「第７条第５項第４号チ」を「第７条第
５項第４号リ」に改める。
　別記第25号様式の５中「欠格要件に該当するに至ったため、」を削り、「第９条第６項
（」の次に「第９条第７項、」を、「第14条の２第３項」の次に「（第14条の５第３項）」を、
「第７条の２第４項」の次に「（第７条の２第５項）」を、「同法第９条第６項」の次に
「（第９条第７項）」を加え、
「
該当するに至った欠格
要件及び具体的事由

欠格要件に該当するに
至 っ た 年 月 日

事 務 処 理 欄 ※

　　「
該 当 条 項 及 び
具 体 的 事 由

該 当 す る に
至 っ た 年 月 日

※ 事 務 処 理 欄

　　　　　　　　　　　　 を　　　　　　　　　　　　 に、

　　　　　　　　　　　 」　　　　　　　　　　　　 」
「
　３ 　「許可年月日及び許可番号」欄は、一般廃棄物処理施設設置者にあっては法第

８条第１項の許可の年月日及び許可番号、産業廃棄物処理業者にあっては法第14
条第１項又は第６項の許可の年月日及び許可番号、産業廃棄物処理施設設置者に
あっては法第15条第１項の許可の年月日及び許可番号を記載すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
令和２年（2020年）２月12日（水曜日） 第７９号 34北　　海　　道　　公　　報

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行

目　　　　　　　　　　次 ページ

北海道公報
発行　北 海 道
編集　総 務 部
　　　法務・法人局
　　　法 制 文 書 課
電話　011－204－5035
FAX　011－232－1385



「
　３ 　「許可年月日及び許可番号」欄は、一般廃棄物処理施設設置者にあっては法第

８条第１項の許可の年月日及び許可番号、産業廃棄物処理業者にあっては法第14
条第１項又は第６項の許可の年月日及び許可番号、産業廃棄物処理施設設置者に
あっては法第15条第１項の許可の年月日及び許可番号を記載すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
を
「
　３ 　「許可年月日及び許可番号」欄は、一般廃棄物処理施設設置者にあっては廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（以下「法」という。）第８条第１項の許可の年
月日及び許可番号、産業廃棄物処理業者にあっては法第14条第１項又は第６項の
許可の年月日及び許可番号、産業廃棄物処理施設設置者にあっては法第15条第１
項の許可の年月日及び許可番号を記載すること。

　４ 　法第９条第７項、法第14条の２第３項において準用する法第７条の２第５項、
法第14条の５第３項において準用する法第７条の２第５項又は法第15条の２の６
第３項において準用する法第９条第７項の規定に基づき届け出る場合は、法第14
条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係る部分に限る。）に該当しない
かどうかを審査するために必要な書類を併せて提出すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
に改める。
　別記第27号様式末尾欄外添付書類７の事項中「第３条第１項」を「第３条」に改め、同様
式末尾欄外添付書類８の事項中「第３条第１項の規定による」を「第３条の」に改める。
　　　附　則
１ 　この規則は、公布の日から施行する。ただし、別記第27号様式末尾欄外添付書類７の事
項の改正規定は、令和２年４月１日から施行する。
２ 　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の廃棄物の処理及び清掃に関する法律施
行細則の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正
後の廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の規定にかかわらず、当分の間、必要な
調整をして使用することを妨げない。

　北海道漁業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第７号
　　　北海道漁業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則
　北海道漁業近代化資金利子補給規則（昭和44年北海道規則第93号）の一部を次のように改
正する。
　第２条第２項の表第１号中「年1. 26パーセント」を「年1. 30パーセント」に、「年1. 06パー
セント」を「年1. 10パーセント」に改め、同表第３号及び第４号中「年1. 26パーセント」を
「年1. 30パーセント」に、「年1. 06パーセント」を「年1. 10パーセント」に、「年0. 86パー
セント」を「年0. 75パーセント」に改め、同表第５号及び第６号中「年1. 26パーセント」を

「年1. 30パーセント」に、「年1. 06パーセント」を「年1. 10パーセント」に改め、同表第７
号中「年1. 26パーセント」を「年1. 30パーセント」に、「年0. 86パーセント」を「年0. 75パー
セント」に改め、同表第８号中「年1. 26パーセント」を「年1. 30パーセント」に、「年1. 06
パーセント」を「年1. 10パーセント」に、「年0. 86パーセント」を「年0. 75パーセント」に
改める。
　　　附　則
１　この規則は、公布の日から施行する。
２ 　この規則による改正後の北海道漁業近代化資金利子補給規則の規定は、令和元年12月18
日以後に知事が利子補給を承認した漁業近代化資金について適用し、同日前に知事が利子
補給を承認した漁業近代化資金については、なお従前の例による。

告 示

北海道告示第92号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定により、道営土地改良（大沼地
区（農業用道路））事業の土地改良事業変更計画を定めた。
　その関係書類は、北海道上川総合振興局に備え置いて、令和２年２月13日から20日間、一
般の縦覧に供する。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道

北海道告示第93号
　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　解除予定保安林の所在場所　 　河西郡更別村字上更別486の１（次の図に示す部分に

限る。）
２　保安林として指定された目的　　風害の防備
３　解 除 の 理 由　　用排水路用地とするため
　（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝総合振興局産業振興部林務課及び更別村
役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第94号
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　農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和26年
法律第249号）第29条の規定による通知があった。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　解除予定保安林の所在場所　　上川郡美瑛町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的　　公衆の保健
３　解 除 の 理 由　　道路用地とするため
　（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部林務局治山課及び美瑛町役場に備
え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第95号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　指定施業要件変更予定保安林　　広尾郡広尾町（次の図に示す部分に限る。）
　　の所在場所
２　保安林として指定された目的　　土砂の崩壊の防備
３　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　⑴　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　ア　主伐は、択伐による。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道十勝総合振
興局産業振興部林務課及び広尾町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第96号
　農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第29条の規定による通知があっ
た。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　指定施業要件変更予定保安林　　上川郡鷹栖町（次の図に示す部分に限る。）

　　の所在場所
２　保安林として指定された目的　　水源の涵

かん

養
３　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　⑴　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び鷹栖町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第97号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び次の縦覧場所に備え置いて、
この告示の日から起算して２週間、一般の縦覧に供する。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道　東川東神楽旭川線 上川郡東神楽町字東神楽155番25地先から 令和 2. 2.12
北海道上川総合振興局 同郡東神楽町字東神楽153番１地先まで
旭 川 建 設 管 理 部
道道　新旭川停車場線 旭川市大町２条２丁目５番151地先から 同
北海道上川総合振興局 同市大町２条３丁目５番178地先まで
旭 川 建 設 管 理 部

北海道告示第98号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
１⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　高津山三の沢川（Ⅰ－06－0420）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　深川市音江町字内園（次の図のとおり）
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　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
２⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　ヒラウシュケオマナイ川（Ⅰ－06－0430）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　深川市音江町字内園（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
３⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　国見（０－61－61）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　深川市音江町字国見、一已町字一已（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
４⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　ポン賀老の沢（１－19－84）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　余市郡赤井川村字落合、字都（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
５⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　賀張右２号川（Ⅰ－34－0630）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字賀張（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
６⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　豊郷沢川（Ⅱ－34－0450）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
７⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　豊田二の沢川（Ⅱ－34－0780）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示

　　　沙流郡日高町字豊田（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
８⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　豊田一の沢川（Ⅱ－34－0790）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊田（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
９⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　厚別川左股川（Ⅱ－34－0800）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊田（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
10⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　パンケウシャップ二の沢川（Ⅱ－34－0140）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字日高（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
11⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　パンケウシャップ三の沢川（Ⅱ－34－0150）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字日高（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
12⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　墓地横の沢川（Ⅱ－34－0160）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町山手町２丁目、山手町３丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
13⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　岩内二の沢川（Ⅱ－34－0200）
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　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字三岩（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
14⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　庫富二の沢川（Ⅱ－34－0310）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字庫富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
15⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　神社裏の沢川（Ⅱ－34－0320）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字庫富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
16⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　局の沢川（Ⅰ－34－0330）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字庫富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
17⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　庫富一の沢川（Ⅱ－34－0350）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字庫富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
18⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　庫富沢川（Ⅱ－34－0360）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字庫富、字広富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
19⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号

　　　浦新の沢川（Ⅱ－34－0460）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
20⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　宮川の沢川（Ⅱ－34－0470）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
21⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　豊郷学校沢川（Ⅰ－34－0480）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
22⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　野沢の沢川（Ⅱ－34－0490）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
23⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　豊郷四の沢川（Ⅱ－34－0500）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
24⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　山下の沢川（Ⅱ－34－0510）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
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25⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　豊郷二の沢川（Ⅱ－34－0520）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
26⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　松平横の沢川（Ⅱ－34－0530）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
27⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　清流川（Ⅱ－34－0540）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
28⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　清流川南の沢（Ⅱ－34－0541）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
29⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　対岸の沢川（Ⅱ－34－0550）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
30⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　豊郷一の沢川（Ⅱ－34－0560）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

　　　土石流
31⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　山手（３－38－183）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町山手町２丁目、宮下町２丁目、宮下町３丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
32⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　黒の川右沢川（Ⅰ－71－0320）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　網走市字呼人（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
33⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　いこいの家の沢（Ⅱ－71－0330）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　網走市字呼人（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
34⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　大観山北西の沢（Ⅱ－71－0340）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　網走市字呼人（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
35⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　卯原内４の沢（Ⅱ－71－1220）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　網走市字卯原内（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
36⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　天都山（７－26－488）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　網走市字天都山（次の図のとおり）
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　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
37⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　呼人⑴（７－27－489）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　網走市字呼人（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
38⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　呼人⑵（７－28－490）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　網走市字呼人（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
　（「次の図」は省略し、その図面を北海道関係総合振興局建設管理部に備え置いて縦覧に
供する。）

北海道告示第99号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
１⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　深川多度志町湯内（Ⅱ－０－431－431）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　深川市湯内（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
２⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　賀張二の沢川（Ⅱ－34－0620）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字賀張（次の図のとおり）

　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
３⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　モミジノ沢川（Ⅱ－34－0130）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字三岩（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
４⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　千栄二の沢川（Ⅱ－34－0170）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字千栄（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
５⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　千栄一の沢川（Ⅱ－34－0180）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字千栄（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
６⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　三岩の沢川（Ⅱ－34－0190）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字三岩（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
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　　　次の図のとおり
７⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　ピシナイ一の沢川（Ⅱ－34－0340）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字庫富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
８⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　広富一の沢川（Ⅱ－34－0420）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字広富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
９⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　広富二の沢川（Ⅱ－34－0430）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字広富（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
10⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　門別清畠１（Ⅰ－３－362－2002）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字清畠（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
11⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　門別賀張（Ⅰ－３－363－2003）

　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字賀張（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
12⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　門別清畠２（Ⅱ－３－226－1399）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字清畠（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
13⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　門別豊郷（Ⅱ－３－225－1398）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊郷（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
14⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　門別豊田１（Ⅱ－３－231－1404）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊田（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
15⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　門別豊田２（Ⅱ－３－232－1405）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字豊田（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
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　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
16⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　日高千栄１（Ⅰ－３－341－1981）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字千栄（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
17⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　日高千栄２（Ⅰ－３－342－1982）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字千栄（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
18⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　日高千栄３（Ⅰ－３－343－1983）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字千栄（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
19⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　日高三岩（Ⅰ－３－344－1984）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町字三岩（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり

20⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　日高日高２（Ⅱ－３－213－1386）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　沙流郡日高町本町西１丁目、本町西２丁目、若葉町１丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
21⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦３丁目１（Ⅰ－７－36－2530）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市鱒浦３丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
22⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦４（Ⅰ－７－39－2533）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字鱒浦（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
23⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走北浜（Ⅰ－７－44－2538）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字北浜（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
24⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走北浜１（Ⅰ－７－45－2539）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
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　　　網走市字北浜（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
25⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦３丁目２（Ⅱ－７－25－1872）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字潮見、鱒浦３丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
26⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦６（Ⅱ－７－26－1873）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市鱒浦１丁目、字鱒浦（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
27⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦７（Ⅱ－７－27－1874）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市鱒浦１丁目、字鱒浦（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
28⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦８（Ⅱ－７－28－1875）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市鱒浦１丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊

　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
29⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦10（Ⅱ－７－30－1877）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市鱒浦２丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
30⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦11（Ⅱ－７－31－1878）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市鱒浦２丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
31⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走鱒浦15（Ⅱ－７－35－1882）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字鱒浦（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
32⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走藻琴４（Ⅱ－７－40－1887）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字藻琴（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
33⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
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　　　網走藻琴５（Ⅱ－７－41－1888）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字藻琴（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
34⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走北浜２（Ⅱ－７－42－1889）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字藻琴、字北浜（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
35⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走北浜３（Ⅱ－７－44－1891）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字北浜（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
36⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走北浜４（Ⅱ－７－45－1892）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字北浜（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
37⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　網走昭和（Ⅱ－７－48－1895）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字昭和、字藻琴（次の図のとおり）

　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
38⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　博物館の沢（Ⅰ－71－0310）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　網走市字呼人（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
　（「次の図」は省略し、その図面を北海道関係総合振興局建設管理部に備え置いて縦覧に
供する。）

北海道告示第100号
　昭和53年北海道告示第3728号（北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指
定）の一部を次のように改正する。
　　令和２年２月12日

北海道知事　鈴　木　直　道
　２　売りさばき人の項株式会社砂川自動車学校の事項の次に次の事項を加える。
特定非営利活動法人　　　　　　　令和 2. 3. 2　　帯広市役所地下売店ショップぴあ
　　十勝障害者サポートネット

総合振興局告示及び振興局告示

北海道渡島総合振興局告示第３号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和２年２月12日

北海道渡島総合振興局長　佐々木　　　徹
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴　調達をする物品等の名称
　　 　複写機等の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙及びステープル針を除く。）の供給

を含む。）　一式（１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）
　⑵　調達台数及び調達予定数量
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　　　１台及び１月当たり　13,620枚
２　落札を決定した日
　　令和２年１月29日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　有限会社カナザワ　
　⑵　住　所　　二海郡八雲町富士見町108番地
４　落札金額
　⑴　基本料金　 4,500円
　⑵　複写料金　　0.87円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和元年12月27日付け北海道渡島総合振興局告示第64号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道渡島総合振興局総務課
　⑵　所在地　　函館市美原４丁目６番16号

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁石狩教育局告示第13号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和２年２月12日

北海道教育庁石狩教育局長　堀　本　　　厚
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　　石狩管内道立学校で使用する電力
　⑴　基本料金（契約電力１kW当たりの単価）　　55校　6,447kW
　⑵　電力量料金（使用電力量１kWh当たりの単価）　　55校　14,474,729kWh
２　落札を決定した日
　　令和２年１月27日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　株式会社ホープ
　⑵　住　所　　福岡県福岡市中央区薬院１丁目14番５号
４　落札金額
　⑴　基本料金（契約電力１kW当たりの単価） 630円00銭
　⑵　電力量料金（使用電力量１kWh当たりの単価）　　18円25銭

５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和元年12月６日付け北海道教育庁石狩教育局告示第99号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西７丁目

北海道教育庁胆振教育局告示第８号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和２年２月12日

北海道教育庁胆振教育局長　山　上　和　弘
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　⑴　胆振管内道立学校で使用する電力（高圧電力）
　　ア　基本料金（契約電力１kW当たりの単価）　　23件　1,722kW
　　イ　電力量料金（使用電力量１kWh当たりの単価）　　23件　3,691,800kWh
　⑵　胆振管内道立学校で使用する電力（従量電灯Ｂ）
　　ア　基本料金（１月当たりの単価）　　１件　30Ａ
　　イ 　電力量料金（使用電力量１kWh当たりの単価）　　１件　967kWh
２　落札を決定した日
　　令和２年１月27日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　１の⑴
　　ア　氏　名　　株式会社ホープ
　　イ　住　所　　福岡県福岡市中央区薬院１丁目14番５号
　⑵　１の⑵
　　ア　氏　名　　リエスパワーネクスト株式会社
　　イ　住　所　　東京都豊島区東池袋４丁目21番１号
４　落札金額
　⑴　１の⑴
　　ア　600.00円
　　イ　 18.32円
　⑵　１の⑵
　　ア　913.44円
　　イ　最初の120kWhまで 22.22円
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　　　　120kWhを超え280kWhまで　　29.70円
　　　　280kWhを超える分 33.00円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和元年12月10日付け北海道教育庁胆振教育局告示第19号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁胆振教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　室蘭市海岸町１丁目４番１号

道 人 事 委 員 会 規 則

　北海道人事委員会の権限に属する事務の議決及び委任に関する規則の一部を改正する規則
をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則２－58
　　　 北海道人事委員会の権限に属する事務の議決及び委任に関する規則の一部を改正する

規則
　北海道人事委員会の権限に属する事務の議決及び委任に関する規則（北海道人事委員会規
則２－45）の一部を次のように改正する。
　別表第１第１号中「一般職に属する非常勤職員及び臨時的任用職員」を「法第22条の２第
１項に規定する会計年度任用職員及び法その他の法令の規定により臨時的に任用された職
員」に改める。
　別表第２共通事項第６号中「並びに一般職に属する非常勤職員及び臨時的任用職員の分限
処分及び」を「、法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員の分限処分及び懲戒処分
並びに法その他の法令の規定により臨時的に任用された職員の」に改め、同表個別事項第51
号を削り、同表個別事項第50号中「。以下「旅費条例」という。」を削り、同号を同表個別
事項第51号とし、同表個別事項中第46号から第49号までを１号ずつ繰り下げ、第45号の次に
次の１号を加える。
46 　北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－
29）第５条の２第２項第１号の規定に基づき、著しく危険な人命救助の作業について承認
すること。
　別表第２個別事項中第52号を削り、第53号を第52号とし、第54号から第57号までを１号ず
つ繰り上げる。

　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　職員の任用の方法及び手続に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則６－54
　　　職員の任用の方法及び手続に関する規則の一部を改正する規則
　職員の任用の方法及び手続に関する規則（北海道人事委員会規則６－０）の一部を次のよ
うに改正する。
　第１条中「第22条」を「第22条の３」に改める。
　第10条第１項中「次に掲げる場合においては」を「常時勤務を要する職に欠員を生じた場
合であって、次の各号のいずれかに該当するときは」に改める。
　第12条に次の１項を加える。
３ 　法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する前２項の規定の適用について
は、第１項中「６月間」とあるのは「１月間」と、「90日」とあるのは「15日」と、同項
ただし書中「の開始後１年を超えることとなる場合においては、この限りでない」とある
のは「は、当該職員の任期を超えることができない」と、前項中「１年」とあるのは「当
該職員の任期」とする。

　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　北海道職員等の旅費支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則７－1393
　　　北海道職員等の旅費支給規則の一部を改正する規則
　北海道職員等の旅費支給規則（北海道人事委員会規則７－６）の一部を次のように改正す
る。
　第２条第１号中「並びに賃金をもって雇用される者のうち給料が日額により支給されてい
る者」を削り、同条に次の１号を加える。
　⑷ 　地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第22条の２第１項第２号

に掲げる職員の職務の級は、用務の内容及び行政職給料表の適用を受ける者との権衡を
考慮して任命権者が定めるものとする。

　第２条の２第２号中「の３分の１に相当する額」を削る。
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月日 出発地 到着地
車 賃

（路程）

鉄　　道　　賃 船 賃

（路程）

航空賃
ＪＲ運賃
（路程）

急 行
料 金

私鉄運賃
（路程）

　第３条ただし書を削り、同条第１号中「輸送機関」を「輸送機関等」に、「乗車券、乗船
券等の切符類」を「切符類その他これに類する物」に、「購入したもの」を「購入し、又は
支給されたもの」に、「「切符類」」を「「切符類等」」に改め、「。以下この条において同じ」
を削り、同条第２号中「所持していた旅費額」の次に「（切符類等を含む。）」を、「規定す
る額」の次に「（切符類等に喪失を免れたものがある場合にあっては、その額から当該喪失
を免れた切符類等に対応する額を差し引いた額）」を加え、「（切符類については、購入金額
のうち、未使用部分に相当する金額）」を削る。
　第７条第１項第１号中「第22条」を「第23条」に、「以下単に」を「以下」に改め、同条
第２項中「書類は、別表第４に掲げる書類」を「資料は、その請求に係る旅費の必要を証明
するものとして任命権者が定める資料」に改める。
　第８条の２を次のように改める。
　（旅費の支給方法）
第 ８条の２　旅費は、１回の旅行ごとに支給する。ただし、旅行期間が１月を超える場合に
あっては、原則として１月ごとに支給するものとし、日帰りの旅行を常態とする場合にあ
っては、その旅行の日の属する月ごとにまとめて支給することができるものとする。
　第８条の７中「第36条の５第３項」を「第36条の４第３項」に、「条例第36条の５第１項」
を「同条第１項」に改める。
　第９条中「別表第５」を「別表第４」に改める。
　別表第１（その１）その他の欄を削り、同表（その１）備考第４項を削る。
　別表第１（その２）備考第１項中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）」を「法」に改
める。
　別表第３（第１号様式その１）を次のように改める。
別表第３（第１号様式その１）（第７条関係）

旅　　費　　請　　求　　内　　訳　　書

執行機関 年度 旅行命令簿番号
旅行雑費日数 日
旅行雑費定額 円

宿泊雑費夜数 夜
宿泊雑費 円

食卓料夜数 夜
食卓料 円

甲地 宿泊夜数　　　　　　 夜　宿泊料 円
計

円乙地 宿泊夜数　　　　　　 夜　宿泊料 円
月

日

車 賃

（路　程）

鉄　　　　　道　　　　　賃 船 賃

（ 路　 程 ）
航 空 賃Ｊ Ｒ 運 賃

（路　程）
急 行 料 金 私 鉄 運 賃

（路　程）

計
実 費 支 給 額 ｋｍ 円 旅行雑費等

の 計 円
運 賃 等 の 計 円 合 計 円
備考

（Ａ４（210㎜×297㎜）縦型）
　備考　１ 　本様式は、旅費の概算払若しくは精算払を請求する場合、概算払若しくは精算払を受け

た後において更に請求する場合又は概算払に係る旅費を精算する場合であって当該精算額
が概算払に係る旅費額を下回ることとなり旅費を返納する場合に使用し、別表第２の旅費
請求書に添付すること。ただし、人事委員会が別に定める場合にあっては、本様式の使用を
省略することができる。

　　　　２ 　外国旅行その他人事委員会が別に定める旅行にあっては、本様式の運賃等並びに日当、支
度料及び外国旅行雑費に係る事項については別紙を使用し、当該事項をそれぞれ所定の箇
所に記入すること。

別紙
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月
日

車 賃

（路　程）

鉄　　　　　道　　　　　賃 船 賃

（路　程）

航 空 賃
Ｊ Ｒ 運 賃
（路　程）

急 行 料 金 私 鉄 運 賃
（路　程）

内　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

訳

（ ） （ ）（ ） （ ）

計
運賃等の計 円

日当日数 日
日当 円

支度料　　（　　　地方） 円
外国旅行雑費 円

備考

（Ａ４（210㎜×297㎜）縦型）
　別表第３（第２号様式その１）を次のように改める。
別表第３（第２号様式その１）（第７条関係）

赴　任　旅　費　請　求　内　訳　書

執行機関 年度 旅行命令簿番号
旅行雑費日数 日
旅行雑費定額 円

宿泊雑費夜数 夜
宿泊雑費 円

食卓料夜数 夜
食卓料 円

甲　地 宿泊夜数　　　　 夜　宿泊料 円 宿泊料計
円乙　地 宿泊夜数　　　　 夜　宿泊料 円

月
日

車 賃

（路　程）

鉄　　　　　道　　　　　賃 船 賃

（路　程）

航 空 賃
Ｊ Ｒ 運 賃
（路　程）

急 行 料 金 私 鉄 運 賃
（路　程）

計

移転雑費 円 着後宿泊料夜数 夜
着後宿泊料 円

支
度
料

（　　　　　 地方）

円

移転料 円
既支給額 円
差引額 円

合計
円

扶養親族移転料 円 金　　　額 　円
扶　養　親　族　移　転　料　内　訳

定　　　額
数　　　量 ６ 歳 未 満 ６ 歳 以 上

12 歳 未 満 12 歳 以 上 合 計

人 数
鉄 道 賃
船 賃
航 空 賃
車 賃
旅 行 雑 費 日
宿 泊 雑 費 夜
宿 泊 料
移 転 雑 費
着後宿泊料
実費支給額
備考

（Ａ４（210㎜×297㎜）縦型）
　備考　１ 　本様式は、旅費の概算払若しくは精算払を請求する場合、概算払若しくは精算払を受け

た後において更に請求する場合又は概算払に係る旅費を精算する場合であって当該精算額
が概算払に係る旅費額を下回ることとなり旅費を返納する場合に使用し、別表第２の旅費
請求書に添付すること。ただし、人事委員会が別に定める場合にあっては、本様式の使用
を省略することができる。

　　　　２　本様式の内容を補充する場合は、第１号様式その１の別紙を使用すること。
　別表第４を削り、別表第５を別表第４とする。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

令和２年（2020年）２月12日（水曜日） 北　　海　　道　　公　　報 第７９号 48



　船員等の旅費の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則７－1394
　　　船員等の旅費の支給に関する規則の一部を改正する規則
　船員等の旅費の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－85）の一部を次のように改
正する。
　第１条中「第23条及び第36条」を「第６条の２」に改め、「（船員法（昭和22年法律第100
号）第１条第１項に規定する船舶をいう。以下同じ。）」を削る。
　第１条の２を削る。
　第２条を次のように改める。
　（航海日当等の支給対象者）
第 ２条　条例第６条の２第１項に規定する人事委員会規則で定めるものは、次に掲げる職員
（以下「船員等」という。）とする。
　⑴ 　北海道職員の給与に関する条例（昭和27年北海道条例第75号。以下「道職員給与条例」

という。）第４条第１項第２号及び北海道地方警察職員の給与に関する条例（昭和29年
北海道条例第34号。以下「警察職員給与条例」という。）第５条第１項第３号に規定す
る海事職給料表の適用を受ける職員

　⑵ 　前号に掲げる職員のほか、北海道に所属する漁業取締船、北海道教育庁に所属する水
産実習船又は北海道警察に所属する警備艇に乗船して旅行する職員（任命権者が定める
職員に限る。）

　第３条第１項中「次の」を「１日につき、次の」に改め、「これを」を削る。
　第４条第１項中「ついて」の次に「、１日につき」を加え、「これを」を削る。
　第５条中「船員」を「船員等」に改め、「限り」の次に「、１航海につき」を加える。
　第６条の見出し中「上陸船員」を「上陸船員等」に改め、同条第１項中「船員」を「船員
等」に、「条例」を「条例第６条」に改め、「旅費」の次に「（同条第10項から第13項まで、
第15項、第16項及び第18項に定める旅費を除く。第３項において同じ。）」を加え、同条第
２項中「船員」を「船員等」に、「条例別表第１又は条例別表第２の定額の日当及び宿泊料」
を「条例第６条第６項から第８項までに定める旅費又は同条第７項及び第14項に定める旅費」
に改め、同条第３項中「条例」を「条例第６条」に、「この規則に定める旅費」を「航海日
当及び船員食卓料」に改める。
　第７条第１項中「船員が」を「船員等が」に改める。
　第９条を削る。
　別表第２第１種の項中「水産林務部水産局漁業管理課」を「北海道」に、「渡島教育局」
を「北海道教育庁」に改め、同表第２種の項中「警察署」を「北海道警察」に改める。

　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　北海道職員等の日額旅費の支給に関する規則を廃止する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則７－1395
　　　北海道職員等の日額旅費の支給に関する規則を廃止する規則
　北海道職員等の日額旅費の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－180）は、廃止
する。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則７－1396
　　　給与の支給に関する規則の一部を改正する規則
　給与の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－280）の一部を次のように改正する。
　第23条第４号を次のように改める。
　⑷ 　会計年度任用職員（法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。以下同

じ。）
　第23条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号から第11号までを１号ずつ繰り上げ
る。
　第24条第２号中「占める職員」の次に「及び会計年度任用職員（人事委員会の定める職員
に限る。）」を加え、「又は臨時職員である者」を削り、同条第３号中「又は臨時的に任用さ
れた職員である者」を削り、同号イ中「国家公務員」の次に「（人事委員会の定める者に限
る。）」を加える。
　第26条中「非常勤職員又は臨時職員である者」を「会計年度任用職員」に改める。
　第27条第２項第２号中「第23条第３号から第５号まで」を「第23条第３号及び第４号」に
改め、「職員」の次に「（同号に掲げる職員にあっては、人事委員会の定める職員に限る。）」
を加え、同項第４号中「第23条第９号から第11号」を「第23条第８号から第10号」に改める。
　第29条第２号中「第23条第３号から第６号」を「第23条第３号から第５号」に、「第９号
から第11号」を「第８号から第10号」に改める。
　第29条の６第２項第１号中「第23条第３号から第６号」を「第23条第３号から第５号」に、
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「第９号から第11号」を「第８号から第10号」に改め、「職員」の次に「（同条第４号に掲
げる職員にあっては、人事委員会の定める職員に限る。）」を加える。
　第31条第１号中「第６条及び第９号から第11号」を「第５号及び第８号から第10号」に改
める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和２年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　令和２年６月に支給する期末手当及び勤勉手当に係る在職期間の算定に関しては、この
規則による改正後の給与の支給に関する規則第27条第２項及び第29条の６第２項の規定
は、この規則の施行の日以後の期間について適用し、同日前の期間については、なお従前
の例による。

　北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則13－102
　　　北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
　北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則13－42）の一部を次
のように改正する。
　第10条第６項中「第22条第１項」を「第22条」に改め、「職員」の次に「及び同法その他
の法令の規定により臨時的に任用された職員」を加える。
　第23条の見出し中「非常勤職員等」を「会計年度任用職員」に改め、同条第１項中「非常
勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、「常勤職員の１週間当たりの勤務時間の４分の３
を超えない範囲内とし、同条の臨時的任用職員の勤務時間は、」を削り、同条第２項中「非
常勤職員及び臨時的任用職員」を「条例第20条の会計年度任用職員」に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す
る。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則13－103
　　　北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

　北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則13－43）の一部
を次のように改正する。
　第10条第６項中「第22条第１項」を「第22条」に改め、「職員」の次に「及び地方公務員
法その他の法令の規定により臨時的に任用された職員」を加える。
　第23条の見出し中「非常勤職員等」を「会計年度任用職員」に改め、同条第１項中「非常
勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、「常勤職員の１週間当たりの勤務時間の４分の３
を超えない範囲内とし、同条の臨時的任用職員の勤務時間は、」を削り、同条第２項中「非
常勤職員及び臨時的任用職員」を「条例第20条の会計年度任用職員」に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　外国の地方公共団体の機関等に派遣される北海道職員等の処遇等に関する規則の一部を改
正する規則をここに公布する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則16－34
　　　 外国の地方公共団体の機関等に派遣される北海道職員等の処遇等に関する規則の一部

を改正する規則
　外国の地方公共団体の機関等に派遣される北海道職員等の処遇等に関する規則（北海道人
事委員会規則16－０）の一部を次のように改正する。
　第２条中「第22条第１項」を「第22条」に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布
する。
　　令和２年２月12日

北海道人事委員会委員長　鍬　田　信　知
北海道人事委員会規則16－35
　　　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則
　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則（北海道人事委員会規則16－１）の
一部を次のように改正する。
　第３条中「第22条第１項」を「第22条」に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

令和２年（2020年）２月12日（水曜日） 北　　海　　道　　公　　報 第７９号 50



道 警 察 方 面 本 部 告 示 「セルフ給油所」という。）における給油にあっては、常駐する従業員が直接給油を行
う場合に限る。）が可能なこと。

　　ア　１の⑴のア

名　　　　　　称 所　　　　在　　　　地 範囲
北海道警察釧路方面本部庁舎 釧路市黒金町10丁目５番地１ 半径５km
北海道警察釧路方面本部釧路運転免許試験場 釧路市大楽毛北１丁目15番８ 半径５km

　　イ　１の⑴のイ

名　　　　　　称 所　　　　在　　　　地 範囲
北海道警察釧路方面本部十勝機動警察隊 帯広市大通北１丁目４番２ 半径５km
北海道警察釧路方面本部帯広運転免許試験場 帯広市西19条北２丁目１ 半径５km

　⑺ 　次に掲げる地域において給油（セルフ給油所における給油にあっては、常駐する従業
員が直接給油を行う場合に限る。）が可能なこと。

　　ア　１の⑴のア
　　　 　厚岸郡厚岸町、川上郡弟子屈町、根室市、標津郡中標津町、中川郡池田町及び本別

町、帯広市、上川郡新得町、広尾郡広尾町、札幌市中央区及び南区、苫小牧市、函館
市、旭川市並びに北見市

　　イ　１の⑴のイ
　　　 　釧路市、厚岸郡厚岸町、川上郡弟子屈町、根室市、標津郡中標津町、中川郡池田町

及び本別町、上川郡新得町、広尾郡広尾町、札幌市中央区及び南区、苫小牧市、函館
市、旭川市並びに北見市

　⑻ 　⑹に掲げる庁舎等のうち、北海道警察釧路方面本部庁舎及び北海道警察釧路方面本部
十勝機動警察隊においては、指定する範囲内において日曜日、土曜日及び国民の祝日に
関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「休日」という。）に給油
（セルフ給油所における給油にあっては、常駐する従業員が直接給油を行う場合に限
る。）が可能なこと。

３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷から⑻までに掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなけ
ればならない。

　　ア　申 請 の 時 期　 　令和２年２月12日（水）から同年３月13日（金）まで（日曜
日、土曜日及び休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

北海道警察釧路方面本部告示第18号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和２年２月12日

北海道警察釧路方面本部長　砂　山　和　明
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称及び調達予定数量
　　ア　入札番号１（釧路地区）
　　　ア　自動車ガソリン　JIS１号（１リットル当たりの単価）　　 28,200リットル
　　　イ　自動車ガソリン　JIS２号（１リットル当たりの単価）　　110,900リットル
　　　ウ　軽油　JIS各号（１リットル当たりの単価）　　　　　　　　9,700リットル
　　イ　入札番号２（帯広地区）
　　　ア　自動車ガソリン　JIS１号（１リットル当たりの単価）　　 28,700リットル
　　　イ　自動車ガソリン　JIS２号（１リットル当たりの単価）　　 51,000リットル
　　　ウ　軽油　JIS各号（１リットル当たりの単価）　　　　　　　　5,700リットル
　　　ア及びイについては、それぞれの入札とする。
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　契 約 期 間　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで
　⑷　納 入 場 所　　給油票又は給油カードを提示する場所
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴ 　平成30年北海道告示第721号又は令和元年北海道告示第756号に規定する物品の購入の

資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷ 　石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和50年法律第96号）第27条第１項の規定による

石油販売業の届出をしていること。
　⑸ 　揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭和51年法律第88号）第３条の規定による揮

発油販売業の登録を受けていること。
　⑹ 　次に掲げる庁舎等ごとに定める範囲内で給油（危険物の規制に関する政令（昭和34年

政令第306号）第17条第５項に規定する顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所（以下
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ければならない。
　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 085－8511　釧路市黒金町10丁目５番地１
　　　　　　　　　　　　　　北海道警察釧路方面本部会計課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道警察釧路方面本部会計課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　釧路市黒金町10丁目５番地１　北海道警察釧路方面本部地下

会議室（送付による場合は、郵便番号 085－8511　釧路市黒金
町10丁目５番地１　北海道警察釧路方面本部会計課）

　⑵　入 札 日 時
　　ア　１の⑴のア　　令和２年３月23日（月）午後２時30分
　　イ　１の⑴のイ　　令和２年３月23日（月）午後１時30分
　　　ア及びイについて、送付による場合は、同日午前10時までに必着とする。
　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、北海道警察釧路方面本部のホームページ（ h t t p : / /

www.kushirohonbu.police.pref.hokkaido.lg.jp/）においてダウ
ンロードすることができる。

８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のオ及び３の⑴による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を講
じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
10　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑹、⑻、⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。
　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道警察釧路方面本部会計課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 085－8511　釧路市黒金町10丁目５番地１

　⑶　電 話 番 号　　0154－25－0110　内線 2233
11　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured : a unit price per liter :
　　ａ　Kushiro area
　　　⒜　Gasoline for automobiles (JIS 1) 28,200 liters
　　　⒝　Gasoline for automobiles (JIS 2) 110,900 liters
　　　⒞　Light (Diesel) oil (JIS special 1, 1, 2, 3 and special 3)　9,700 liters
　　ｂ　Obihiro area
　　　⒜　Gasoline for automobiles (JIS 1) 28,700 liters
　　　⒝　Gasoline for automobiles (JIS 2) 51,000 liters
　　　⒞　Light (Diesel) oil (JIS special 1, 1, 2, 3 and special 3) 5,700 liters
　Ｂ　Bid tendering date and time :
　　ａ　2 : 30 P.M., March 23, 2020
　　ｂ　1 : 30 P.M., March 23, 2020
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 10 : 00 A.M., March 23, 2020)
　Ｃ　 Contact : Finance Division, Hokkaido Kushiro Area Police Headquarters, Kurogane-

cho, 10-chome 5-1, Kushiro, Hokkaido 085-8511 Japan
　　　Phone : 0154-25-0110 Extension 2233
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